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滋賀県内企業「倒産リスク」分析調査（2024 年） 
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企業が 1 年以内に倒産する確率を 10 段階のグレードで表す指標「倒産予測値」（※）算出の

13883 社のうち、２０２４年１２月時点で高リスク企業（グレード８～１０）は全体の８．１％にあ

たる１１２０社であった。特に「製造業」は件数が最も多く２９９社、前年比１１．９％増であった。

高リスク企業が占める割合を見ると、「飲食店」が５４．４％、「家具・装備品製造」が５１．５％と５

割超となった。 

 
帝国データバンク滋賀支店では、企業が 1 年以内に倒産する確率を 10 段階のグレードで表す指標「倒産予測値」

をもとに特にリスクが高い企業（グレード 8～10）を「高リスク企業」ととらえ、分析を行った。 
 

※倒産予測値とは 

  倒産予測値とは今後１年以内に倒産する確率を個別企業ごとに算出したリスク指標  

  現地現認の信用調査と、独自のネットワークによる変動情報などを集積した帝国データバンクが保有するビッグデータから、倒産に関係が深い要

素だけに焦点を当て、独自の統計モデルにより算出 

  個別企業ごとに予測したリスク指標を G1～G10 の 10 段階のグレードに設定しており、G1 が最も倒産リスクが低く、G10 が最もリスクが高い

グレードとなっていてグレードが高いほど実際に倒産が発生している  
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業種別では「製造業」が２９９社で最多 

高リスク企業（１１２０社）のうち、業種別に高リスク企業数を見ると、『製造業』が２９９社と最も多く、前年

と比較すると３２社増加した。2 番目に多い業種は『建設業』の２７６社で４５社増加し、次いで『卸売業』が２

５４社となった。 

（図１）  業種大分類別滋賀県内の高リスク企業数  

業種を細かく見ると、『建設業』では、「総合工事

業」が１４３社と最も多く、同じく建設業の「職別工

事業」も１０８社と３番目に多かった。  

２番目に多かったのは『運輸業』の１０９社であっ

た。『小売業』のうち、９２社は原材料や光熱費、人

件費の高騰、物価高による節約志向の影響を受け

る「飲食店」であった。食品の値上げはピーク時よ

り落ち着いてきたとはいえ、買い控えや価格転嫁の

限界感などもあり、「飲食料品小売業」も上位とな

った。  

 

 

 

 

（図２）滋賀県内企業の高リスク企業上位 5 業種（左/社数、右/割合）  

 

 

 

 

 

高リスク企業の割合で見ると、「飲食店」が５４．４％と最も高く、「家具・装備品製造業」が５１．５％、「飲食

料品小売業」が４０．０％と続いた。また、「出版・印刷・同関連産業」が３７．３％で続き、近年のペーパーレス

化・デジタル化の波を受け３社に１社が高リスク企業となっている。  
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売上高「10 億円未満」が高リスク企業の 9 割超を占める 

 売上高別にみると、「1 億円未満」が７５６社（６７．５％）、「１～１０億円未満」が３２７社（２９．２％）となり、

売上高「１０億円未満」で１０８３社（９６．７％）となった。 

 従業員数別も同様の傾向で、「５人未満」が７５５社（６７．４％）、「５～１０人未満」が１６１社（１４．４％）とな

り、従業員数「１０人未満」が９１６社（８１．８％）となった。  

以上から中小零細規模かつ従業員数が少ない企業ほど倒産するリスクが高まる傾向が見て取れる。  

（図 3/左）売上高別高リスク企業割合     （図 4/右）  従業員数別高リスク企業割合  

 

滋賀県の「倒産」と「休廃業・解散」動向 

近年、日本全体で倒産や休廃業の件数が増加する中、滋賀県においてもその傾向が顕著である。  

 

（倒産動向）  

２０２４年の滋賀県内では１２４件

の倒産が発生し、負債総額は２３３億

１０００万円に達した。この数値は、過

去３年間で連続して前年を上回るも

のであり、特に７月以降は６カ月連続

で１０件以上の倒産が続いている。業

種別では、「サービス業」「小売業」

「建設業」が件数上位となっている。

また、「運輸業」は燃料価格の高騰に

加え、２０２４年問題の影響から増加

傾向にあるとみられる。  
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倒産リスクが横ばい（※）であるものの、環境の変化に対応できない企業の淘汰が進んでおり、業種によ

っては高リスク企業が多く存在する。原材料や燃料費、人件費の高騰が続く中、価格転嫁に対する理解が

進んでいるものの、急激な環境改善は期待できないほか、金利の上昇が予測される中で、「あきらめ倒産」

が広がることが懸念される。 

（※）滋賀県内企業の２０２４年１２月時点での高リスク企業（グレード８～１０）は全体の８．１％で、２０２３年１

２月時点での同指標は８．２％である。  

 

（休廃業・解散動向）  

滋賀県における休業・廃業した企業は５２８件と３年連続で増加し、前年に比べて１４．５％増加した。休廃

業した企業の雇用人数は累計６８４人に上り、前年から９０人増加している。これは地域経済における雇用

機会の消失が続いていることを示しており、企業の収益力が低下していることを反映している。また、休廃

業した企業の５５．９%が資産超過型であり、７０．７%が黒字で休廃業を選択したことから、経営者が事業の

継続を選ばず、事業譲渡や廃業を選ぶ傾向が強まっている。  

 

今後の見通し 

２０２５年の景気見通しにおいては、大阪万博の開催やインバウンド消費の増加に期待が寄せられる一方、

ゼロゼロ融資の返済や物価高騰、過剰債務に苦しむ企業にとっては容易ではない状況が続くであろう。人

手不足と人件費の高騰も多くの企業にとって重荷となっており、これらの要因が中小零細企業のコスト負担

を増加させている。  

滋賀県内の企業が２０２５年の景気に悪影響を及ぼす懸念材料として、最も多く挙げられたのは「人手不

足」であり、次いで「原油・素材価格の上昇」が続いた。それに対する施策としては、中小企業向け支援策の

拡充や人手不足の解消が求められており、新たな融資制度である「企業価値担保権」が導入されることで、

金融機関の融資評価が変わり、無形資産が担保として評価されることが期待されている。  

これらの状況を踏まえると、滋賀県内の企業においても市場の変化をチャンスと捉え、適応する能力が求

められていると言える。企業が直面するリスクと機会を明確にし、持続可能な成長に向けて変革の機会を見

出し前向きな選択をすることが、地域経済の回復にも寄与できるとみられる。  


